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本日の内容

1．静岡県の汚水処理施設整備状況

2．静岡県の社会情勢

3．集合処理の財政状況

4．集合処理から個別処理への転換

5．維持管理のICT化とAI導入の可能性
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１．静岡県の汚水処理施設整備状況
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沼津市
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富士宮市
富士市

御殿場市
裾野市
伊豆市

伊豆の国市
函南町
清水町
長泉町
小山町
島田市
焼津市
藤枝市

牧之原市
吉田町

川根本町
磐田市
掛川市
袋井市
湖西市
菊川市

御前崎市
森町

県全体

汚水処理人口普及率（％）

汚水処理人口普及率；86.5％

国が示す概成；95％
（期限；令和８年度末）

未処理人口；13.5％、
482,000人

未処理人口の内訳；
し尿くみ取り：
単独処理浄化槽：
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２．静岡県の社会情勢
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出典：静岡県、令和7年国勢調査静岡県の人口及び世帯数（速報値）、2026年5月29日より作成
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令和2年度

令和7年度

世帯数

総人口：3,468,845人(令和7年度)
すべての市町で減少 総世帯数：1,501,036件(令和7年度)

現在微増、2030年以降減少
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２．静岡県の社会情勢

高齢化率
20～30％

31～40％

41～50％

51％以上

県全体：31.1％
（後期高齢化率：18.3％）

出典：静岡県、令和８年度高齢者
福祉行政の基礎調査より作成
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２．静岡県の社会情勢

空き家率 労働力人口

空き家件数：30万戸
空き家率：16.7％

出典：静岡県、令和５年住宅・土地統計調査結果の概要、知事直轄組織デジタル戦略局統計調査課
中部圏社会経済研究所、中部社研経済レポート No.20-7 、2018 年12 月20 日

2015 年；199 万人
2030 年；172 万人

(2015年比▲13.7％減少)
2050 年；132 万人

(2015年比▲33.7％減少)
※県内すべての業種であり、浄化槽維持管理業だけを対象としていない。
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３．集合処理の財政状況

例えば、沼津市及び清水町を例に

出典：総務省、令和5年度下水道事業比較経営診断表より作成



４．集合処理から個別処理への転換

8この他にも変更事例あり。

これらの事例は、集合処理区域は未整備の状態



既設集合処理区域を浄化槽事業へ転換
－静岡県南伊豆町漁業集落排水施設⇒浄化槽事業へ転換－

昭和58年度着工 昭和61年度竣工
処理人口：1,010人（人口263人、66世帯）

年間宿泊客数：18,088人

平成30年度 人口161人、57世帯
年間宿泊客数：大幅減少

民宿数：少数
令和元年度：浄化槽転換合意

転換事業開始までに集合処理施設35年経過

４．集合処理から個別処理への転換

9



出典：環境省、浄化槽行政の現状と課題、令和7年度浄化槽トップセミナー大分講演資料、令和8年2月6日より

４．集合処理から個別処理への転換
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４．集合処理から個別処理への転換

これまでにない
見直し案

４省によるアンケート調
査結果によると、
28道府県、9自治体、218地
区が転換意向あり。

国による制度･税制的支援
の充実を検討

出典：国交省資料より
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５．維持管理のICT化とAI導入の可能性



（１）デジタル化とは

例えば

固定電話（有線通信、黒電話、公衆電話等）

プッシュフォン（有線）
携帯電話（無線通信、大型、ショルダーバック並み）

PHS（ピッチ）（小型軽量化）

携帯電話（ガラケー）

スマートフォン（Android、iPhone）

データ交換
LINE
SNS
ファイルの閲覧
画像撮影と保存、加工
等

－用途の多様化－
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アナログ業務をデジタルへ変換し、新たな企業価値
や競争優位性を実現すること。

何故、必要か？

1）2025年の崖
2018年発行の経済産業省「DXレポート」で初めて使用された用語。
DXを推進しなければ、業務効率・競争力が低下し、2025年から年間で約12兆円(現

在の約3倍)の経済損失が発生すると予測されたこと。
（「DX」：Digital Transformation（デジタルトランスフォーメーション）の略称）
DXとは、デジタル技術を活用してサービスやビジネスモデルを変革するとともに、

業務、組織、企業文化、風土を変革し、競争の優位性を確立すること。
（DXの推進は不可欠）

デジタルとは：
AI (Artificil Intelliegnece：人工知能)
IoT (Internet of Things：モノのインターネット)
ICT (Information and Communication Technology：情報通信技術)
クラウドサービス等 14

（１）デジタル化とは



2）労働人口の減少（人材不足）
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2030年では、2017年よりも237万人の減少

労働人口の減少⇒省力化、効率化の推進を図る必要性

－労働力人口の見通し－

女
性
（万

人
）

15歳～64歳

出典：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング、2030年までの労働人口･労働投入量の予測、経済レポート(2018)より作成

何故、必要か？
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（１）デジタル化とは



出典：一般財団法人沖縄ITイノベーション戦略センター、５分で解るDX(2022)

データの活用
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（１）デジタル化とは



（２）デジタル化のメリット

１）生産性の向上

２）業務の効率化

３）働き方の多様化

４）情報の管理･共有

５）ペーパーレス化

６）BCP（事業継続計画）につながる

７）他のシステムとの互換性
17



（２）デジタル化のメリット
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２つの上図より、 BOD20mg/L以下を
維持するためには、
槽内DOは2.0mg/L以
上が必要である。

データの組み合わせ
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（２）デジタル化のデメリット

１）セキュリティの脅威
ハッキング、不正アクセス、情報漏洩

２）初期投資の確保

３）技術的格差
高齢者など技術的不慣れな層への支援

４）技術依存
システム障害や技術的トラブル発生時の業務停止

５）プライバシーの侵害

６）雇用への影響
自動化やAI導入による雇用削減

７）社会との希薄化
コミュニケーションの減少
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（３）下水道分野のDX化

出典：国土交通省、下水道におけるデジタルトランスフォーメーション（DX）の方針及び取組状況等 20



（３）下水道分野のDX化

１）管路の老朽化診断
過去の異常箇所と周辺環境の相関をモデル化し、TVを入れずに損傷箇所を

推定

２）水処理の高度化･効率化
流入水の水量･水質情報から処理水の水質予測
フロックの画像から沈降性を予測
終末処理場からのい地球温暖化ガスの排出量予測

３）下水疫学による感染症の予測
ウイルスデータから新規感染者数の予測

４）AI技術の活用
例：東京都－AIを活用した省エネと水質改善を両立する制御技術の開発

埼玉県－下水処理へのAI活用
北九州市－AIを適用した下水処理プロセスの運転ガイドライン及び制御

21



（３）下水道分野のDX化

出典：北島正章、下水疫学調査によるコロナ感染動向の把握に向けた取り組み、新型コロナウイルス感染拡大防止に向けた地域プラッ
トフォーム形成シンポジウム(2023) 

COVID-19 流行期の塩素消毒前下水処理水から新型コロナウイルス RNA が検出される。
このデータを取得することによって、感染者の流行が予測可能。
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（４）下水道分野のICT･AI制御技術

出典：国土交通省、下水道革新的技術実証事業、単槽型硝化脱窒プロセスのICT・AI制御による高度処理技術(メタウオーター）
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（４）下水道分野のICT･AI制御技術
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（５）浄化槽分野のデジタル化

これまでの浄化槽台帳デジタル化の流れ

紙ベース
（設置台帳）

他情報との突合
（市町村データ）

他情報との突合
（検査データ）

他情報との突合
（保守点検、清掃データ）

台帳の完成 更新作業が必要
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（５）浄化槽分野のデジタル化

Webカメラ

水質センサー

画像保存
水質データ解析、保存
ブラウザによる閲覧

故障の早期発見
処理機能判断
運転操作の調整
清掃時期の判断
人材不足の解消

維持管理会社へ
転送･警報

－将来に向けた遠隔監視－
浄化槽ビックデータのシステム化

AIの活用

26



（５）浄化槽分野のデジタル化

27

デジタル化を進めるためには、点検、

清掃及び検査情報を包含した台帳シス

テム（デジタル管理）が必要



28

（６）台帳整備の必要性

なぜ、今まで整備が進まなかったか？

浄化槽事業は、もともと民間事業として開始
（行政上、収支を伴う事業でなかった。設置届を受理すれば終了であった。）
（法令上の規定がなかった。）（初期投資の確保が難しい）
（やる気もなかった？？）

設置基数が増え、補助金制度が確立し、公共事業化してきた。
社会情勢の変化（電子化、オンライン化）に伴い、台帳整備の必
要性が高まってきた。

メリットも高まり、行政及び業界も浄化槽台帳を求めるように
なってきた。
そこで、早急に整備しなければならない。

しかし、保守点検、清掃、法定検査が十分に実施されていない。
特に11条検査。



（６）台帳整備の必要性

29

浄化槽台帳の整備（デジタル化、システム化、DX）
●浄化槽台帳の整備は２０２０（令和2）年4月の浄化槽
法改正により都道府県の責務となった。これに伴い、そ
の情報を登録する情報基盤は整備されつつある。

●一方で、浄化槽台帳は、適切な実態把握が可能になる
ような最新情報の反映や、最新情報が保守点検や清掃
等の活動に伴って伝達されるような仕組みや体制の構
築がなされて完成されるが、そのような段階に至って
いない地域が多い現状にある。

●また、従来から問題となっている無届浄化槽への対応
策も講じる必要がある。

Z-join イメージ図
出所）一般社団法人 全国浄化槽団体連合会提供資料

● こうした課題の解決に向けて、以下の取組が求められている。

✓法定協議会等（自治体と関係事業者が一体となった体制）を地域単位で構築

✓実態把握できる浄化槽台帳の実現に向けた自治体・事業者間連携の推進

✓浄化槽台帳の完成に向けた、自治体と事業者各々におけるデジタル化・協調的
システム化の推進（デジタル改革）と台帳の継続的更新

✓無届浄化槽の把握と行政による指導権限の強化等



30

（６）台帳整備の必要性

法定検査受検率の向上をはじめとする維持管理の徹底

●浄化槽を適切に管理するためには、浄化槽の使用者が保守点検・清掃・法定検査の必要性
を理解し、実施する必要がある。

●しかしながら、2022（令和4）年度末時点における法定検査受検率は浄化槽全体で48％
（合併処理浄化槽では６6%）、保守点検の実施率は70％、清掃の実施率は64％程度にと
どまっており、管理が徹底されていない状況にある。注）

●こうした課題の解決に向けて、以下の取組が求められている。

✓法定検査の目的の明確化

✓行政から浄化槽管理者に対する周知等の徹底

✓指定採水員制度・一括契約の推進（法定検査及び維持管理の徹底につながる。）

✓7条検査から11条検査への移行と継続的な受検の推進

✓維持管理に関する正しい知識の普及・啓発と理解の底上げ

✓法定検査受検率の期限付き目標値の設定⇒2030（令和12）年に11条検査受検率
70％（長期的目標100%）

注釈）環境省、令和5年度浄化槽の指導普及に関する調査結果（令和6年3月）
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（６）台帳整備の必要性

人材活用・人材確保・労働環境や待遇の改善
●単独処理浄化槽の転換や維持管理の向上等をはじめとした浄化槽行政に係る指導等が、
行政のマンパワー不足により十分行われていない状況にある。こうした課題を解決する
ため、行政と民間が連携・協力し、浄化槽の専門人材を擁する指定検査機関等を活用す
る取組が求められている。

✓特定既存単独処理浄化槽の判定における指定検査機関の能力活用

✓維持管理の向上のための指導等の行政と民間の連携体制の確保・協力

●今後さらなる人材不足が想定される中、浄化槽業界では、女性や外国人といった人材の
一層の活躍が期待される。また、現行作業の効率化・省人化についても検討する必要が
あり、そのためにはICTの導入やDXの推進が必要となるが、浄化槽業界ではこれらの
取組が十分に進んでいない。こうした課題を解決するため、以下の取組が求められてい
る。

✓多様な人材の確保に向けた浄化槽業界のPR

✓ICTの活用やDXの推進による従来業務の効率化・省人化策の検討

✓多様な人材が適材適所に活躍できる労働環境の整備・組織風土づくりの推進

✓外国人に対する浄化槽技術者養成プログラムの設置、実施

✓上記取組を前提とした、多様な人材の活躍に向けた目標の設定
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（６）台帳整備の必要性

人材不足や脱炭素化要請等への対応に向けた現行手法や
機能の見直し

●浄化槽を取り巻く環境が変化する中（高齢化社会・人口減少への対応、人材不足・脱炭素
化要請）、現行手法や機能の見直しが求められている。

●具体的な見直し課題としては、以下のような方向性が挙げられる。

✓課題① 間欠ばっ気法の導入：人槽に対して実使用人員が少ない等、汚水処理の負荷が
低い際に間欠ばっ気を採用できるよう製品開発や制度の見直しを行う。

✓課題② 遠隔監視導入：管理人材の不足を補い、１人当たりの管理効率性を向上させる。

✓課題③ 機能多様化：
•ディスポーザ導入や中水利用の機能付与により、CO2排出や社会コスト（ごみの収
集・処理に係る費用等）の削減、ごみ出しの住民負担の軽減、ごみの減量化による住
環境の改善等に寄与する。一方で、ディスポーザ導入を進めていく上では、行政上の
制度的課題（廃掃法に基づく一般廃棄物に関する条例）への対応が求められる。

•医薬品等への対処方法（オゾン処理法等の技術）を確立することにより、健康状態に
関わらず多様な人が浄化槽を活用できることが求められる。

✓課題④ 少人数世帯や変化する世帯へ対応した少人数槽の検討・開発、維持管理制度の
見直し

省エネにも寄与
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（７）その他

今年の浄化槽の課題は何ですか？

Chat GPTに問いかけると、どんな回答がでるか？
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（７）その他
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例えば、ある浄化槽でばっ気が停止状態です。どんなことが原因ですか？

（７）その他
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このような回答が得られることから、

将来、AIによって保守点検や清掃の判断、その手法が提案。

業務量の削減、技術者の助けになるのでは？

労働力不足解消へ

（７）その他
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６．浄化槽法一部改正案



おわりに
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地域ごとに最適な処理方式を選択する。

新設よりも既存施設の更新･統廃合を重視する。

災害に強い施設へ転換する。

脱炭素･資源循環を推進する。

デジタル技術を活用する。

県と市町村の連携を強化する。

維持管理の担い手を確保する。

高齢世帯へ配慮する。
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